





































施にともない戦後教育改革の内容を解説した教師のための手引書・『新教育指針（GUIDE TO New 

















米国教育施設団の報告書（46年 3月 31日）を受けて発行された『新教育指針』の前篇（第 1分冊，





















































































































































































































































　⑷ 藤井徳行・久保正彦「昭和 20年代と 30年代の学習指導要領に見られる平和教育観の変化とその背景」，『社
会系教科教育学研究』1992年，第 4号
　⑸ 村上登司文『戦後日戦本の平和教育の社会学的研究』学術出版会，2009年，72～ 90頁





　⑺ Civil Information and Education Section
　⑻ 仲新『日本現代教育史』，第一法規出版，1969年，55～ 61頁
　⑼ 毎日新聞，1946年 2月 5日
　⑽ 仲新，前掲，128頁
　⑾ 仲新，前掲，128頁
















な教師の身分・地位・待遇等を規定した「教育公務員特例法」が 1949年 1月 12日に公布された。法案の成
立が難航した背景には「研修の自由保障」を法案の要と捉えていた文部省側と CIEとの対立であったが，田
中二郎，宮地・西村ら文部省調査局は教師を無権利状態におき，国民教化の忠実な道具とした戦前の状態を
打破するためには教師の研修の自由が必要であるとして，CIEとの交渉を重ね研修条項の成立に至った。（久
保富三夫『戦後日本研修制度成立過程の研究』（風間書房，2005年）より。
　⒇ 勝田守一「平和教育の考え方について」，『勝田守一著作集第 1巻』，国土社，1972年，474頁
　21 大熊信行「戦後教育の歩み」『戦後教育の理論と実践』国民教育研究研，草土文化，1972年，29頁
